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34  保育対策

近年の保育需要の多様化に伴い,乳児保育・延長保育・障害児保育等を実施し,さらに質的充実を図ってい
る。

[乳児保育]

乳児(0歳児)は,疾病,事故等に対し極めて無力であり,また,この時期は将来の人間形成の基礎づくりが行わ
れる最も重要な時期であることを十分に配慮して実施している。

[延長保育]

保育所の保育時間は,1日につき8時間を原則としているが,両親の通勤距離の伸長,勤務形態の多様化等によ
り保育時間の延長に対するニーズが増加している。そのため,午後7時頃まで地域の実態に応じ弾力的な運
用ができるように延長保育を実施している。

[夜間保育]

婦人の就労形態の多様化等に伴い夜間保育の需要が増大してきたことから,午後10時ごろまで開所した夜
間保育所をモデル的に実施している。

[障害児保育]

保育所で行う集団保育が可能な中程度までの障害児を,健常児との集団保育が適切に実施できる範囲内の
人数で受け入れている。

保育所の状況

夜間保育・延長保育・障害児保育等の年次推移

厚生白書（平成２年版）



保育所年齢別入所状況
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35  児童の健全育成対策

[児童厚生施設]

児童館・児童センター・県立児童厚生施設・宿泊型児童厚生施設・児童遊園があり,児童の健全な遊び場
の確保,健康の増進,情操教育等の事業を行っている。

[児童厚生施設地域交流事業]

子どもと老人が地域ぐるみで交流活動をすることにより,児童に老人をいたわり,思いやりの心を芽生えさ
せ,情操を高めることを目的とした事業。

[児童厚生施設自然体験活動事業]

豊かな自然環境の中から大人が与える遊びでなく,子ども自身が遊びを見つけ,工夫し,創りだしていくとと
もに,遊びを通じて考える力や根気を養うことを目的とする事業。

[こともの遊びばづくり推進事業]

地域ぐるみでこどもが安心して遊べる遊び場の確保等遊び環境の整備を図る。

[都市児童育成事業]

人口3万人以上の市町の児童の多様な福祉需要に対応するため,民間指導者の養成や社会福祉施設の園庭解
放,留守家庭児童の放課後対策として児童育成クラブの設置・育成,保育所等における乳幼児の育児相談,電
話による育児に関する相談・指導を行うすこやかテレホン事業等を実施している。

[児童手当]

児童養育家庭の生活の安定に寄与するとともに,次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上に資
することを目的として,義務教育就学前の児童を含む2人以上の児童を監護し,これと一定の生計関係にあ
る者に支給される。

なお,児童手当制度については,支給対象の第1子拡大,支給額の倍増,支給期間の3歳未満への重点化等を内
容とする児童手当法の改正案を第120回国会に提出したところである。

児童手当制度

厚生白書（平成２年版）



児童手当支給状況
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36  母子保健対策

[妊娠届・母子健藤康手帳]

妊娠した者は,まず市町村に妊娠の届け出をし,母子健康手帳の交付を受けることとなっている。母子健康
手帳は,妊娠,出産,育児に関する一貫した健康の記録簿であり,健康診査及び保健指導にも必要な基礎資料
となる。

[妊婦健康診査]

母体及び胎児に影響を及ぼす疾病または異常の予防と早期発見のため,保健所において実施しているほか,
医療機関においても妊娠前期,後期の2回と,その結果に基づいた必要な精密健康診査を無料で受診できる
ようになっている。

また,B型肝炎の母子感染を防止するため,妊娠に必要な検査を実施している。

[乳幼児健康診査等]

乳幼児の疾病又は異常の予防及び早期発見を図るため,保健所では必要な健康診査を行っており,加えて特
に乳児に対しては,医療機関で一般健康診査を2回とその結果により,必要な精密健康診査を実施してい
る。また,1歳6か月,3歳の2度の健康診査のほか,障害の発現防止及び早期発見を目的とした先天性代謝異
常症等検査を実施している。

[小児慢性特定疾患治療研究事業]

小児の慢性疾患のうち,小児がん,腎疾患等,特定の疾患については,その治療に相当な期間を要するととも
に,放置すると児童の健全な育成を阻害することになる。このため,本事業では,これらの特定疾患に対する
治療研究を行うとともに,患者家族の医療費負担を軽減するために,原則として18歳未満の児童の1か月以
上の入院に対し,医療費の公費負担を行っている。

治療研究の対象となる疾患は悪性新生物,ぜんそく,慢性腎疾患,慢性心疾患,内分泌疾患,膠原病,糖尿病,先天
性代謝異常,血友病等血液疾患,神経・筋疾患の10疾患群であり,疾病数では約500疾病となっている。

先天性代謝異常検査等実施状況

厚生白書（平成２年版）



小児慢性特定疾患治療研究事業の対象疾患意及び給付人数
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37  母子家庭等の福祉対策

母子家庭は,経済的,社会的,精神的に不安定な状態におかれがちであり,その家庭の児童の健全育成のため
に必要な保護,指導,助成等を行うとともに,母親に対しては,自らが健康で文化的な生活を営みつつ,その養
育責任を遂行できるように必要な援助を行っている。

[経済的援助]

死別母子世帯には,遺族年金,遺族基礎年金が支給されるほか,生別母子世帯には,児童扶養手当が支給され
る。また,母子(寡婦)福祉資金を低利で貸付けることにより,経済的自立を図っている。さらに,寡婦控除等
税制面でも優遇措置が図られている。

[雇用促進]

公的施設内に売店等の設置の申請があった場合は,優先的に許可するほか,たばこ販売小売人の申請があっ
た場合も優先的に許可する等の措置が取られている。

[住宅]

公営住宅の供給を行うときは,特別の配慮がなされている。

[生活指導等]

保護を要する母子を入所させ,生活指導を行う母子寮や,母子福祉センター,母子休養ホーム等の母子福祉施
設を設置しているほか,福祉事務所に母子相談員を配置し,母子世帯の実情の把握と各種相談に応じ,また,
指導を行っている。さらに,母や子が病気になったとき必要な介護および保育を行う介護人の派遣を行っ
ている。

母子家庭になった理由別世帯数及び構成割合

厚生白書（平成２年版）



児童扶養手当

父子福祉対策
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38  身体障害者福祉対策

身体障害者福祉対策は,ノーマライゼーションの理念のもと,在宅福祉サービスや施設福祉サービス,自立と
社会参加の促進等総合的な施策の推進を図っている。

身体障書者在宅福祉対策の概要

厚生白書（平成２年版）



身体障害者施設福祉対策の概要

厚生白書（平成２年版）



障害の種類・程度別身体障害者数と構成割合

年齢階級別にみた身体障害数の分布

厚生白書（平成２年版）



障害の種類別にみた身体障害者数
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39  心身障害児(者)対策

精神薄弱児(者)及び18歳未満の身体障害児に対しては,在宅対策,施設対策両面から種々の施策を行ってい
る。

[早期療育]

保健所・児童相談所等における心身障害児に関する相談・指導や,心身障害児総合通園センターや障害に
応じた通園施設での適切な療育を行っている。また,障害を除去し,又は軽減し生活能力を得るため,育成医
療により必要な医療を給付している。

[在宅福祉サービス]

心身障害児(者)の日常生活の便宜を図るため,浴槽や訓練用ベッド等の日常生活用具の給付や,家事・介護
等の日常生活の世話を行う家庭奉仕員を派遣している。精神薄弱者に対しては,通所の更生施設や授産施
設での各種訓練の実施,またグループホームでの共同生活や福祉工場・通勤寮等において精神薄弱者の自
立促進を図っている。

[施設福祉サービス]

精神薄弱児(者)に対し,更生施設や授産施設への入所により訓練を行っている。身体障害児に対しては,盲
ろうあ児施設や肢体不自由児施設等,障害の種類に応じた施設で入所による訓練を実施している。

福祉事務所における精神薄弱者の相談内容別取扱件数

精神薄弱児(者)に対する療育手帳の交付台帳登載数

厚生白書（平成２年版）



心身障害児(者)関係施設等数,定員及び入所児(者)数

等級別身体障害児の状況
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40  生活保護制度

[生活保護の流れ]

[生活保護費の決め方]

[最低生活費の体系]

厚生白書（平成２年版）



生活扶助基準額の推移

世帯類型別生活扶助基準月額(平成2年度・1級地-1)

保護の動向

厚生白書（平成２年版）



1か月平均扶助別人員(平成元年度)
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41  消費生活協同組合

消費生活協同組合は,一定の地域又は職域において組合員の生活の文化的・経済的改善向上を図ることを
目的とした,非営利の自発的な相互扶助組織である。

[事業内容]

食料品・衣料品等生活必需品の生産・加工・販売や住宅(土地)の分譲等の購買事業,食堂・病院等の共同
施設の利用や住宅(土地)の賃貸等の利用事業,生命共済や火災・自動車・交通災害・年金・その他の共済
事業がある。このなかで,購買事業は,昭和63年度において対前年比7.8%の伸びを示し,その事業高は,2兆
1,881億円(住宅事業を除く)に達している。

また,実施箇所数はまだそれほど多くないが,家事援助や食事の提供等のサービスを有償(実費弁償程度)で
提供する在宅福祉サービスの取り組みがなされており,注目されている。

消費生活協同組合(生協)の概要

厚生白書（平成２年版）



生協の組合数等の年次推移
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42  地方改善事業

地域改善対策(同和問題の解決を図るための諸施策)対象地域及び不良環境地区の環境改善を図るため,厚
生省はこれらの地域における生活環境の施設整備及び福祉の向上等の推進に努めている。

[地域改善対策事業]

「地域改善対策特別措置法(昭和57年4月1日～昭和62年3月31日)」の失効に伴い,過去18年間にわたる特
別法に基づく対策の成果等を踏まえ基本的な見直しを行い,昭和62年以降見込まれる事業について可能な
限り一般対策へ移行させるとともに,特に必要な事業の円滑な実施を図るため「地域改善対策特定事業に
係る国の財政上の特別措置に関する法律」が昭和62年4月1日から平成4年3月31日までの5年間の最終時
限立法として制定され,同法に基づき地域改善対策事業の推進が図られている。

[不良環境地区改善事業]

北海道ウタリ地区,産炭地,漁村スラム等では,今なお一般に比較して生活環境の劣悪等社会的にも低位に置
かれている地域もあるので,これらの地区の住民の生活の安定と福祉の向上を図るため,生活環境の改善,社
会福祉の向上及び保健衛生の増進を図るための諸施策を推進している。

地域改善対策事業関係施設数の年次推移

不良環境地区改善施設数の年次推移

厚生白書（平成２年版）



地域改善対策事業の概要

不良環境地区改善事業の概要
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43  民間地域福祉活動

すべての人が住み慣れた地域社会において,安心して,生きがいをもった生活を送ることができる福祉社会
の形成には,何よりも地域住民の自主的かつ自由な福祉活動への参加が不可欠であり,このため,ボランティ
ア活動の振興を図る一方,社会福祉協議会や民生委員には,地域福祉の中核的存在としてその活躍が期待さ
れる。また,共同募金は民間福祉活動の自主財源として重要な役割を果たしている。

[民生委員］

民生委員は,地域住民の福祉向上のため,地域住民の生活状態を把握し,要保護者等への相談及び助言・指導
を行うほか,福祉事務所等の行政機関に協力,心身障害者等への友愛訪問などの自主的活動等広範囲の職務
を担っており，厚生大臣が委嘱する。

[社会福祉協議会]

社会福祉協議会は,地域住民及び公私の社会福祉事業関係者によって構成され,社会福祉に関する理解と関
心を深め,社会福祉関係団体等の行う福祉活動の連絡,調整,社会福祉事業についての総合的企画,調査等を
行うことによって,その地域における社会福祉を増進させることを目的とする民間の自主的団体であり,地
域福祉を指導する上で重要な役割を担っている。

[ボランティア活動の振興]

国・都道府県・市町村の各段階の社会福祉協議会にボランティアセンターを設置し,ボランティア活動の
育成援助,活動先の斡旋等の連絡調整を行い,地域住民の善意を社会福祉の推進に結び付ける中核となって
いる。

また,市町村ボランティアセンターの活動をより充実するため,ボランティア活動の実施について適切な指
導助言等を行える人材育成を目指した「ボランティアリーダー養成事業」,討論会や功労者・団体等に対
する厚生大臣表彰を行う「全国ボランティア大会」を開催している。

[共同募金]

国民自らの手で民間社会福祉事業の財源を確保するとともに,国民の社会福祉に対する連帯意識を高める
全国民的運動で,各都道府県の区域ごとに共同募金会が組織され,社会福祉協議会の意見を聞いてその区域
内で社会福祉を目的とする事業を経営する者に配分している。

民生委員(児童委員)の相談指導件数

厚生白書（平成２年版）



民生委員の改選数の推移

共同募金額の年次推移

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（平成２年版）



  

第2編  
第1部  
Ⅴ  社会福祉
44  国民生活の保護と安定

[婦人保護事業］

売春防止法による要保護女子(性行又は環境に照して売春を行うおそれのある女子)の保護更生に関する業
務は,婦人相談所,婦人相談員及び婦人保護施設などが中心となって実施している。

[災害援助]

災害救助法は,一定規模以上の災害が発生した場合,被災者の保護と社会秩序の保全を図ることを目的とし
ており,国が地方公共団体,日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に応急救助を実施するものであ
る。

[生活福祉資金貸付制度]

生活福祉資金貸付制度は,低所得世帯等に対し,資金の貸付けと民生委員等が必要な援助指導を行うことに
より,その経済的自立と生活意欲の助長促進を図り,安定した生活を営ませようてとする制度である。

(注) 平成2年10月1日から,高齢者世帯の所得制限の緩和等を図るとともに,従前の世帯更生資金貸付制度か
ら生活福祉資金貸付制度に名称を改めた。

婦人保護事業の仕組み

被災者の応急援助

厚生白書（平成２年版）



貸付条件及び貸付実績(例)
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